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研究要旨
　2016 年 5 月26～27日に三重県伊勢志摩地方で開催された G7 伊勢志摩サミットにおいて三重県で
は感染症強化サーベイランスが実施された。幸い、感染症アウトブレイクは認めなかった。今後の
マスギャザリング・イベントに備え、本サーベイランスの有効性、代表性、サミットの地域医療へ
の負荷等を評価すべく、志摩医師会の所属医療機関を対象にアンケート調査を実施した。35施設 

（63％） が回答し、内科、小児科以外にも整形外科、耳鼻科、眼科等からも回答が得られた。感染症
法に基づく疑似症の報告はゼロであったが、アンケートでは 94 症例が疑似症一号に該当すると回答
され、疑似症サーベイランスの目的や届出基準が十分理解されていなかった可能性があった。4 つ
の基幹病院における医療機関強化サーベイランスで探知した病態及びその頻度は、概ね地域の状況
を反映し、重篤な病態の探知にも有効であると考えられた。また、多くのサミット関係者が地域の
医療機関を受診していたことが判明し、イベント開催地の医療、特に夜間・休日の救急医療をひっ
迫する可能性が考えられた。マスギャザリング・イベントにおいて感染症強化サーベイランスを有
効に機能させるためには、医療機関と行政とが関係を確立し、説明会の開催や準備期間中のフィー
ドバックの実施など、十分な事前準備がサーベイランスの質の向上と協力いただく医療機関の理解
にもつながると考えられた。

A . 研究目的
　マスギャザリングとは、「一定期間、制限され
た地域において、同一目的で集合した多人数の集
団」 と日本集団災害医学会により定義されてい
る。多人数が集まる環境は普段の社会生活を過ご
す環境と比較して感染症が流行しやすい状況に
ある。マスギャザリング・イベントにおける感染
症対策として、事前の地域における疾患のサーベ
イランスとリスク評価、イベント開催中の感染症
のモニタリングによる異常の早期探知と対応、並
びにイベント終了後の地域における感染症のモ
ニタリングやイベント開催前との比較などが重
要な要素となる。
　平成 28 年 5 月26～27日、三重県の伊勢志摩で開

催された G7 伊勢志摩サミット （以下、サミット）
において、国立感染症研究所感染症疫学センター、
実地疫学専門家養成コース （FETP）、三重県健康
福祉部薬務感染症対策課感染症対策班、三重県伊
勢保健所、伊勢地区医師会、志摩医師会がともに
協力し、本イベントに対する感染症強化サーベイ
ランスを実施した。特にテロ未然防止の観点から
感染症法で定める疑似症定点医療機関を拡大し
た。また、救急医療の体制が整い、入院治療が可
能な 4 つの基幹医療機関を疫学者が直接訪問し、
事前にリスク評価を実施し早期に公衆衛生対応が
求められると考えられた感染症 （麻しん、風しん、
水痘、髄膜炎菌感染症、感染性胃腸炎、輸入感染
症 ［デング熱やMERS等］） を積極的に探索する、
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本邦で初めての医療機関強化サーベイランスを実
施した。幸いにも本イベントではサミットに影響
するような感染症アウトブレイクは認めなかっ
た。
　今回、感染症アウトブレイクを認めなかったこ
とから、実施したサーベイランスにおける早期探
知及び対応に関する有効性の評価は困難である。
しかし、今後のマスギャザリング・イベントに備
え、初めて実施された医療機関強化サーベイラン
スの結果は地域の状況を反映していたのか、疑似
症定点医療機関拡大は有効だったのか、実施した
サーベイランス体制の評価を目的に、サミット開
催地である志摩市の医師会所属医療機関にアン
ケート調査を実施した。また、同時に、サミット
開催が地域の医療にどのくらい負荷をかけていた
のかについても評価を行った。

 B . 研究方法
　サミット終了後の 2016 年 7 月に、志摩医師会の
協力のもと、同所属の医療機関 56 施設に対して
アンケート調査をした （別添 1 ～ 4 ）。主な調査内
容は、疑似症定点医療機関であったか、疑似症の
定義に合致した症例の数とその詳細、早期に公衆
衛生対応が求められる感染症 （麻しん、風しん、
水痘、髄膜炎菌感染症、感染性胃腸炎、輸入感染
症 ［デング熱やMERS 等］） 及び日本紅斑熱が疑
われた症例の数とその詳細、サミット関係者の受
診状況、今回サミットで実施した感染症強化サー
ベイランスにおける医療者側の意識等であった。
アンケートは志摩医師会が回収し、国立感染症研
究所感染症疫学センターにて集計、解析を行った。

  C  .  研究結果
 1  .  アンケート回答施設の背景
　志摩医師会所属医療機関全 56 施設中、35 施設 

（63％） から回答を得た。伊勢志摩サミットにお
ける疑似症定点医療機関は全 37 施設中、22 施設 

（59％） が回答した。アンケートで 「自施設が疑
似症定点医療機関だったと回答した施設は 22 施
設中、18 施設 （82％） だった。1 施設は疑似症定
点医療機関ではなかったが、定点医療機関だった
と回答した。
　回答施設の標榜診療科 （重複あり） は内科が26

施設 （74％）、小児科が 12 施設 （34％）、外科
が 12 施設 （34％）、整形外科が 7 施設 （20％）、皮
膚科が 4 施設 （11％）、眼科が 3 施設 （ 9 ％）、耳
鼻科が 1 施設 （ 3 ％） だった。
 2  .  疑似症サーベイランス
　三重県では疑似症定点医療機関を拡大し、2016

年 3 月22日～ 6 月 6 日まで疑似症サーベイランス
を実施した。最終的に感染症法に基づく疑似症の
報告はなかった。アンケート回答施設において、
この間に疑似症定義に合致すると判断されたの
は、一号 （摂氏 38 度以上の発熱及び呼吸器症状） 
では市中の症例が 81 例 （ 1 施設）、サミット関係
者 （各国の首脳関係者、政府関係者、警察、メディ
ア関係者、開催されたホテルの従業員など） の症
例が 13 例 （ 2 施設） だった （表 1 ）。二号 （発熱及
び発しん又は水疱） は認めなかった。回答した医
療施設は全て疑似症定点医療機関だった。
　 1 施設から、一号に該当すると判断されたサ
ミット関係者 13 例中 10 例の詳細について回答を
得た。警察官が 9 例、ホテル従業員が 1 例であり、
臨床診断は急性気管支炎が 7 例、急性扁桃炎が 1

例、急性胃腸炎が 2 例だった。

 3  .  早期に公衆衛生対応が求められる感染症の
サーベイランス
　サミットでは伊勢志摩地域の 4 つの基幹医療機
関において麻しん、風しん、水痘、髄膜炎菌感
染症、感染性胃腸炎、輸入感染症 （デング熱や
MERS 等） 及び日本紅斑熱が疑われる症例の早期
探知、早期対応を目的に医療機関強化サーベイラ
ンスを実施した。これらについて、市中のクリニッ
クにおける診療状況 （2016 年 4 月23日～ 6 月 6 日） 
をアンケートで調査した （表 2 ）。感染性胃腸炎疑
いが最多であり、市中では 88 例 （ 5 施設）、サミッ
ト関係者では 21 例 （ 6 施設） が報告された。また、

*

38 81 1 13 2

0 0

表 1 .  疑似症の定義に合致すると判断された症例
          （2016年3月22日～6月6日）

*サミット関係者：各国の首脳関係者, 政府関係者, 警察, メディア関係者, 開催さ
れたホテルの従業員など.



– 227 –

水痘疑いが市中で 3 例 （ 2 施設）、日本紅斑熱疑
いも市中で 1 例 （ 1 施設） 報告された。麻しん、
風しん、髄膜炎菌感染症、輸入感染症が疑われる
症例の報告はなかった。上記の 4 医療機関強化
サーベイランスの結果と比較すると、疾患の種類
や頻度は同様の傾向にあった。日本紅斑熱は 4 医
療機関強化サーベイランスでの探知例が多かっ
た。
 4  .  サミット関係者の受診状況
　感染症に限らず、サミット関係者の受診状況 

（2016 年 3 月22日～ 6 月 6 日） に関して調査した （表
3 ）。221 例が 22 施設 （63％）を受診した。年齢の
中央値は 28 歳 （範囲：20-61歳）、男性が 219 例  

（99％）、全例が日本国籍だった。職業別に見ると、
警察官が 207 例 （94％） と最多であり、海上保安
庁、ホテル従業員、メディア関係者、政府関係者

と続いた。45 例 （20％） が休日夜間応急診療所を
受診していた。臨床診断名は急性上気道炎が 82 例 

（37％）、急性胃腸炎が 37  例 （17％） と多かった。
次いで、湿疹や蕁麻疹、蜂窩織炎などの皮膚軟部
組織疾患が  23 例 （10％）、腰痛や肩関節痛などの
整形外科疾患が 17 例 （ 8 ％）、外傷が 15 例 （ 7 ％）、
虫刺症が 15 例 （ 7 ％） であった。内科以外に皮膚
科や整形外科を受診する例も多く認めた。
 5  .  サミットにおける感染症強化サーベイランス
の医療者側の意識
　サミットで実施した感染症強化サーベイランス
が十分であったかどうか、医療者側の意識につい
て調査した。28 施設 （80％） が 「十分だった」、3

施設 （ 9 ％） が 「不要だった」 と回答した。より強
力な体制を望む回答はなかった。「不要」 と回答
した 3 施設中 2 施設は疑似症定点医療機関であ

表 2 .  志摩医師会所属医療機関と 4 医療機関における早期
に公衆衛生対応が求められる感染症探知例の比較
（2016年4月23日～6月6日）

4 a

0 0 0

0 0 0

3 2 0 4 2

0 0 0

88 5 21 6 10 4

0 0 0

1 1 b 0 5 3

221 22

28 20 61

, n(%) 219 99%

, n(%) 221 100%

, n(%)

207 94%

4 2%

4 2%

2 1%

2 1%

2 1%

45 20%

n (%)
82 37%

37 17%

23 10%

17 8%

15 7%

, 15 7%

14 6%

6 3%

6 3%

3 1%

2 1%

, , ,
, , , ,

21 10%

表 3 .  サミット関係者の受診状況 （2016年3月22日～6月6日）

a 2016年5月16日～6月6日に実施した4医療機関強化サーベイランスの結果
b 4医療機関に含まれる施設からの回答
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り、C. 2 で疑似症に合致する症例について回答頂
いた施設だった。また、自由記載欄に 「予想外の
疾患 （例えば虫刺症） が多く勉強になった」、「サ
ミット関係者を別枠で調査すべき」、「地域の感染
症の状況をタイムリーに知ることができ、院内で
共有できた」 などの回答を頂いた。

 D . 考察
　志摩医師会所属医療機関の 63％から回答が得
られ、疑似症定点医療機関については 59％の回答
を得ることができ、概ね代表性は保たれると判断
した。標榜診療科について、内科、小児科以外に
外科、整形外科、皮膚科、眼科、耳鼻科等からも
回答が得られ、感染症に限らず、地域の医療状況
全体の把握に有用であったと考える。
　疑似症定点医療機関拡大の有効性については、
最終的に感染症法に基づく報告はゼロであり、症
例探知や対応に関する有効性を評価することは困
難であった。しかし、今回のアンケートでは延べ
3 施設から 94 例が疑似症一号に該当すると回答を
得た。一部の症例の詳細では、診断は主に急性気
管支炎、急性扁桃炎であり、中には急性胃腸炎も含
まれていた。疑似症の届出基準 （http://www.mhlw 

go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou11/ 

01-07-01.html） によると、疑似症一号は、たとえ
ば新型インフルエンザ等の感染症の発生を想定し
て、原因不明の重症の感染性呼吸器疾患の発生動
向を把握することを目的としており、「呼吸器症
状」 とは、入院を要する程度に重症であり、呼吸
困難の状態等を指すものとされている。いわゆる
普通感冒などは対象にはならない。アンケートに
より回答を得た疑似症一号に該当するとされた94

症例が、実際に報告されなかった （しなかった） 
理由については、今回のアンケートで質問してお
らず詳細は不明である。疑似症サーベイランス開
始前に三重県や保健所から説明会が開催されては
いるが、その目的や届出基準が十分に理解されて
いなかった可能性もある。今回はアンケートによ
り後方視的に事例について回答頂いたが、イベン
ト開催中に医療機関からこのような報告を受けた
場合、事例の確認等に多大な労力が必要となる。
今回のアンケートにより、疑似症サーベイランス
の有効性そのものの評価はできなかったが、定点

医療機関における疑似症サーベイランスの目的や
届出基準の理解度を概ね把握できた。今後も国内
のマスギャザリング・イベントで疑似症サーベイ
ランスを実施する際は、定点医療機関への主旨や
届出基準の説明及び訓練等の事前準備に十分な時
間を要し、理解度を高める必要がある。
　サミットにおける感染症強化サーベイランス実
施にあたり、開催前にリスク評価を実施し、早期
に公衆衛生対応すべき感染症として麻しん、風し
ん、水痘、髄膜炎菌感染症、感染性胃腸炎、輸入
感染症 （デング熱や中東呼吸器症候群等） 及び日
本紅斑熱を挙げた。伊勢志摩の 4 つの基幹病院に
おける医療機関強化サーベイランスを実施した
が、クリニック等を受診した患者の探知が課題で
あった。医療機関強化サーベイランスで探知した
事例と本アンケートで回答頂いた事例を比較する
と、探知した病態及びその頻度は概ね一致してお
り、医療機関強化サーベイランスは概ね地域の状
況を反映するものと推測された （表 2 ）。日本紅斑
熱は 4 医療機関からのみ探知 （市中の 1 例は 4 医療
機関のうちの 1 施設から報告） され、最終的に三重
県から初の報告となる重症熱性血小板減少症候群 

（severe fever with thrombocytopenia syndrome: 

SFTS） と診断された事例もあった。特殊な病態
や重症例は 4 医療機関強化サーベイランスの方が
より探知が可能であると考えられた。しかし、麻
しん、風しん、髄膜炎菌感染症等は今回は事例が
なく、地域の状況やその探知に関する評価は困難
だった。
　今回のサミットでは各国の要人のみならず、約
5,000 人のメディア関係者、2 万人以上の警察官 

（警察庁発表） 等が三重県に駐在した。サミット
における感染症強化サーベイランスにおいても、
警察官をはじめとした多くのサミット関係者が受
診したことを探知できた。本アンケートでは約 2

カ月半で 221 例の受診者について回答を得た （表
3 ）。しかし、ほとんどが警察官であり、警察官
は 4 月下旬からサミット終了直後まで勤務してい
たため、およそ 1 カ月間で 200 例以上が志摩地方
の医療機関を受診していたことになる。そのうち、
約 20％が休日夜間応急診療所を受診していた。ま
た、今回のアンケートを見ると内科疾患に限らず、
皮膚科、整形外科等への受診が目立った。全受診
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者におけるサミット関係者の割合は不明である
が、準備期間やイベントそのものが長期に及ぶ場
合、開催地の医療、特に夜間や休日の救急医療を
ひっ迫する可能性が考えられる。
　伊勢志摩サミットでは 7 つのサーベイランスが
実施された。サミットにおける感染症強化サーベ
イランスそのものは回答施設の 80％が 「十分だっ
た」 との認識を示した。しかし、感染症アウトブ
レイクを認めなかった状況での回答であること、
回答率が約 60％であったこと、自由記載欄への記
入施設が少なく、具体的にどのような点を十分と
感じたのか、といった点は不明であるため、解釈
には注意が要する。また、「不要」 と回答した施
設から報告のあった疑似症一号に該当する症例の
多くが普通感冒等であり、サーベイランスの目的
と報告内容の乖離がサーベイランスを実施しても
意義に乏しい、との印象を与えた可能性は否定で
きない。十分な事前準備 （説明会の開催や準備期
間中のフィードバックの実施など） がサーベイラ
ンスの質の向上と協力いただく医療機関の理解度
にもつながると考えられた。

 E . 結論
　今回のアンケート調査によりリスク評価に基づ
いた感染症の地域での発生状況の全体像が見え、
サミット時に実施した感染症強化サーベイランス
の体制の評価ができた。疑似症を含む感染症強化
サーベイランスを有効に機能させるためには、医
療機関と行政とが関係を確立し、主旨説明や訓練
を繰り返す等、十分な事前準備が重要であり、協
力頂く医療者の充足にもつながると考えられる。
伊勢志摩サミットのように限定的な地域における
短期間のマスギャザリング・イベントにおいては、
医療機関強化サーベイランスは地域の状況を反映
し、重篤な病態も探知できるという点で有効で
あったと考えられる。マスギャザリング・イベン
トの開催は開催地の医療にとって大きな負荷にな
る可能性も示唆された。
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羽根靖之先生） 所属の医療機関の皆様に深謝致し
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